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NTT東日本について



NTT-EAST Confidential

NTT東日本企業概要

東日本エリアにおける
固定通信NWを構築・保守
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NTT-EAST Confidential

NTT東日本企業概要

電柱の数

567万本
（2019年3月31日時点）

光ファイバーの総敷設の長さ

74万㎞
とう道の総距離

406㎞
（2019年3月31日時点）

≒ 地球17周≒ 東京～大阪

≒ 髪の毛 50人分通信ビル

約3,000棟
≒ 国内のマクドナルド

の固定通信ネットワーク
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NTT-EAST Confidential

NTT東日本では、全国約８千人のオンサイト技術者を中心に
平時も、そして有事も全国の通信ネットワークを維持・運用している

ネットワークの
信頼性向上

重要通信
の確保

サービスの
早期復旧

24時間365日
監視・保守

移動電源車による
通信電源の確保被災設備の修理

NTT東日本企業概要
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NTT-EAST Confidential

通信インフラメンテナンスの課題
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AI・高度技術等を活用した
スマートメンテナンスの実現

効率的な「はたらき方」を
意識して生産性を高めていく

ケーブル(万km)

66万km

123万km

電柱(万本)
567万本574万本

設備数は横ばい・増加 ベテラン層の大量退職

社
員
数

若手 ベテラン

スキルの消失＋人員減耗に直面品質の維持が必要

■技術力の維持、最新技術を活用した業務の高度化・省略化が必要

競
合
他
社
の
存
在

携
帯
電
話
の
普
及



NTT-EAST Confidential

MMSを活用した設備点検

従来の設備点検

全設備を現地目視点検

導入後の設備点検

①MMS・車載カメラによる設備データ収集

設備データ測定
（点群・画像）

机上診断（不良有無）・
精密点検要設備の絞込み

②必要な設備のみ現地精密点検

不良の度合い（ひびの幅、
長さ・錆の深さ 等）

不良の有無～不良の
度合いの確認

スマートメンテナンスカー運行・測定

電柱たわみ測定
設備画像取得

3D点群データ 高精細画像

■レーザMMS・画像MMSにより設備データを収集、診断・分析を集約的に実施
■点検品質は維持しつつ点検稼働を約５割削減
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机上での簡易診断
集約センタでの診断

たわみ
1cm



NTT-EAST Confidential

エリア業務の広域集約・標準化

支社単位 県単位

集
約

事業部単位

集
約

新技術活用による高度化・効率化

集
約

全国集約化
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NTT-EAST Confidential

設備系技術者の人員数推移

0
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2010 2015 2020 2025 2030

オンサイト リモート
3.3万人

1.9万人

業務集約と高度化・効率化により
2010年比▲1.4万人（▲42％）の効率化を実現

10

広域集約（群マネジメント）と新技術活用により人員減耗に対応



人口減少時代における
インフラ維持管理の課題



日本の社会インフラの状況

◆高度経済成長期に集中的に整備された資産群が高齢化の波に直面している

◆一方で、職員不足や財政逼迫により適切なメンテナンスをし続けることが困難な状況

今後15年で急激に増加

■建設後50年以上経過する社会資本の割合

電力、ガス、通信も構造的には同じ
12
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実績 予測 必要数

技能労働者数の予測

建設業における担い手不足の進展

建設業の長期ビジョン2.0
（一般社団法人 日本建設業連合会）

万人

インフラの老朽化対策や防災・減災・国土強靭化により建設投資増が見込まれている
一方で、人口減少や若者の建設業離れなどにより、技能労働者の不足が加速していく
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▲129万人



人口減少時代におけるインフラ維持管理の課題
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【国交省】地域群再生戦略マネジメント
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民間技術の活用や複数の社会インフラ管理物や周辺自治体を“群”と捉え、

面的なマネジメントを行う“群マネジメント”の検討が進んでいます

自治体の枠
分野の枠 を超えて「群」としてマネジメント



既設光ファイバを活用した
モニタリングの可能性



光ファイバセンシングの概要
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光ファイバに対して計測装置から試験光を流しその反射光を測定・解析することで、
温度・歪み・振動などを連続的にモニタリング可能



事例① 豪雪エリアにおける除雪判断

既設光ファイバを活用した交通振動データから車両速度と振動周波数を解析し、
路面状況を推定する除雪判定方法を世界で初めて確立、実証

現状の課題）
豪雪エリアにおいて除雪車を出動する判断が難しく、住民苦情が発生してしまう
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事例① 豪雪エリアにおける除雪判断

デ
ー
タ
収
集
時
刻

新

NTT局舎からの距離
遠

黄色が濃い程、
振動が強い

既設光ファイバによる振動発生箇所の動きにより車両速度を特定し路面状況を推定
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事例② トンネル掘削工事時の地盤振動検知

既設光ファイバを活用した電柱振動データを元に、トンネル掘削工事の振動検知に
世界で初めて成功

現状の課題）
工事による振動が及ぼす影響については、周辺環境への配慮、住民の不安軽減の
観点から連続的に工事振動を計測することが必要
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事例② トンネル掘削工事時の地盤振動検知

苦情が多くなる振動レベルよりもはるかに小さなレベルの振動を検知
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事例③ 道路掘削工事時の地盤振動検知

DAS

光ファイバ

通信用管路

他社様管路

現状の課題）
無届けによる道路掘削工事により通信、ガス、電力等の地下埋設管路が
損傷を受けてしまうことがあり、未然防止のパトロールなどの対策を行っている

既設光ファイバを活用して本掘削工事前の振動特性を把握することに成功
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事例③ 道路掘削工事時の地盤振動検知

周
波
数

時間

色
の
濃
さ
：
ス
ペ
ク
ト
ル
強
度

時間 時間 時間

舗装切断（カッター） 舗装除去（バックホウ） 破砕（ブレーカー） 本掘削（バックホウ）

既設光ファイバにより工程種別ごとに振動特性が異なることを確認
前工程段階の振動を検知することで、誤掘削事故の未然防止を図る
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事例④ 地中空洞検知
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2025年度～ 国交省科学研究費実証事業に採択
東京大学、東京都下水道局、東京都下水道サービス、鹿島建設との共同実証

上下水道施設の破損に起因する大規模陥没の予兆検知等の技術に関する研究



事例④ 地中空洞検知
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【常時微動を活用した分析結果】

■地中レーダー探査による空洞被疑地点（青）と正常想定地点（グレー）の振動パワーを比較
■空洞被疑地点は相対的に見て低周波数帯域のパワーが高く、高周波数帯域のパワーが低い傾向

空洞被疑箇所における
低周波数帯の振動パワーが増大

高周波数帯の振動パワーは減少

振
動
パ
ワ
ー
（
正
規
化
値
）

周波数帯域

周波数帯域ごとのパワー比較

空洞被疑箇所

正常想定箇所

1.0

0.0
0-10Hz 10-30Hz 30-50Hz 50-70Hz 70-100Hz



事例④ 地中空洞検知
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【常時微動を活用した分析結果】

➢ おおむね約３ｍ～３０ｍの深さの地盤特性モニタリングが可能



事例④ 地中空洞検知
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【常時微動を活用した分析結果】

➢ 従来技術ではモニタリングできない領域への適用



既設光ファイバを活用したモニタリングの可能性
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➢ データに基づく優先順位付け

➢ 常時・遠隔監視による早期対応

➢ 種別や市町村を超えた統合管理

既設光ファイバによるモニタリングが一つの解になる可能性

既
設
フ
ァ
イ
バ
利
用
に
よ
る
実
現
性
の
向
上



光ファイバセンシングの
活用拡大に向けた課題



IoTセンサと光ファイバセンシングの比較
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各種IoTセンサ（電気式センサ）と比較すると、
・イニシャルコスト（計測器、ファイバ設置）
・計測精度の向上     が課題



｝

イニシャルコスト低減に向けて

31

■複数ユースケースシェアリングによる計測器コスト削減

センシング装置

海底ケーブル監視

ケーブル監視

マンホール
位置確認

通信インフラ領域凡例：

工事振動検知（地下埋設物保護）

地中空洞検知

トンネル劣化検知

道路劣化診断

地盤評価

交通流解析

橋梁劣化診断

社会インフラ領域

工事振動検知（騒音振動モニタリング）

長距離、常時監視、現地無給電、多用途という光ファイバセンシングの特長を活かし
１台の計測器で様々なモニタリングを行うことで用途あたりのコスト低減を図る



計測精度の向上に向けて
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■NTT研究所による高精度DASの開発

NTT独自の技術開発により計測精度の向上を実現



持続可能な社会インフラの
実現に向けて



社会インフラ分野における課題解決の当事者

高度経済成長期に建設された

膨大な社会インフラが老朽化

まちづくりの根幹となる “社会インフラ分野” における深刻な問題

社会ニーズが多様化する一方

人口減少により担い手が不足

地方自治体の財政状況は

今後もひっ迫していく見込み

地方公共団体の総職員数の推移
（平成6年～令和3年）

総務省「地方公務員の状況」R3総職員数

約30年で15％減少

部門別地方公務員数の推移
（平成6年～令和元年）

総務省「地方公共団体定員管理調査結果」

総務省「地方公務員の状況」R3総職員数

建設後50年以上経過する
社会資本の割合

今後15年で急激に増加

老朽化を迎える設備 地域行政の職員不足

インフラ部門は減少傾向

インフラ設備の老朽化は今後益々進むが、

職員不足や財政逼迫により適切なメンテナンスをし続けることが困難な状況
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NTT東日本も同じ課題を抱える「当事者」



NTT東日本の目指す社会インフラ維持管理最適化

各事業者を『つなぐ』ことにより、業務/エリア横断的に業務を見直し
持続可能なインフラ維持に向けたリソース最適化を実現

業務DX
対応遅れ

地方職員の
なり手不足

公共事業関連費
の継続的削減

大量のインフラ設備
老朽化

・・・

インフラ事業者
（電気、ガス等)

C県

A市

B市

つなぐメリット①
企業間業務の連携による効率化
（企業横断的な運用見直し）

つなぐメリット②
業務手段の効率化
品質の向上
（ツール等ノウハウ共有）

つなぐメリット③
行政業務の効率化
（業務DX、業務集約）

N T T 東 日 本



社会インフラ分野における取組み【民間事業者連携】
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北海道

青森

岩手

宮城山形

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

千葉
東京

神奈川

新潟

山梨

長野

秋田

■北海道電力

地域の発展に向けた連携協定

・災害対策連携

・ビジネス協業

・最新技術の活用

■東北電力

■東北電力NW

インフラ事業の業務効率化および地域課題
解決の取組みに関する連携協定

・DXを活用した業務効率化の実現

・情報連携強化によるサービス品質や災害
対応力の向上

・各社のアセットを活用した地域課題解決

■石油資源開発 秋田事業所

■東部ガス 秋田支社

■東北電力NW 秋田支社

インフラ事業の効率化および地域課題解
決の取組みに関する協定

・災害対応強化

・DXを活用したインフラ運営業務効率化

・設備データの共有によるインフラ管理実
現

■長野都市ガス

災害時における相互協力に関する協定

・双方が保有する災害情報の提供

・災対訓練への相互参画

■東京ガスNW 茨城支社

■東京電力PG 茨城総支社/土浦支社

■研究学園都市コミュニティケーブルサービス

■JWAY

■土浦ケーブルテレビ

■東部ガス 茨城支社/茨城南支社

■東日本ガス

インフラ事業の効率化および地域課題の解決に
関する基本協定

・双方が保有する災害情報の提供

・災対訓練への相互参画

2025.3～

2021.12～

2025.3～

2025.3～

2022.5～

■東京ガスNW

■東京電力PG

インフラ事業における「持続安定化」や「地域
価値の向上」に資する取組みの推進を目的と
した連携協定

・インフラ基盤の持続安定化

・社会価値の向上

・豊かな未来に向けたイノベーション

2021.11～

2022.11～

各社インフラ事業の効率化や災害対応力向上、地域課題解決を目的に各エリアの
電力会社、ガス会社、通信会社との連携を強化



社会インフラ分野における取組み【申請デジタル化】
37

申請書作成

必要な項目を
WEBで投入

占用料自動計算

自治体様毎の
単金を登録可能

位置図作成

窓口対応・訪問不要 ペーパーレス化進捗見える化

道路管理者

占用申請をオンライン化

活用イメージ

道路らくらく
WEB

道路占用申請のデジタル化 事業者間共同工事の推進

担い手のシェアリング
繰返し工事の抑止
メンテナンスコストの低減

自治体申請業務をデジタル化することで業務効率化やコスト削減を推進
（通信インフラ領域で構築したシステムの他社シェアリング ※無償提供）
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電柱点検で取得したMMSデータ

自治体のデジタル道路台帳整備

点群データを自動運転PFへ転用

社会インフラ分野における取組み【MMSデータ活用】

通信インフラ領域で取得したデータをシェアリングすることにより
自動運転や道路管理などの分野において地場建設業のデジタル化を支援



人口減少時代におけるインフラ維持管理の実現に向けて

39

NTT東日本にはない土木知識を保有する皆さまとの連携が必須

分野や業界が複雑に絡み合うインフラ維持管理
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